
氏家内科医院院長　氏家睦夫さんに聞く
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産 業 保 健 推 進 セ ン タ ー 業 務 案 内

ご利用いただける日時　　午前9時～午後5時　ただし毎土・日曜日、祝日および年末年始を除く

1. 研　修
産業医、保健師等に対して専門的かつ実践的な研
修を実施します。各機関が実施する研修会に教育
用機材の貸与、講師の紹介を行います。

2. 情報の提供
産業保健に関する図書、教材等の閲覧・貸出・コ
ピーサービスを行います。また、定期情報誌を発
行します。
（コピーサービスについては、実費を申し受けま
す）

3. 窓口相談・実地相談
専門スタッフが窓口、電話、インターネットで相
談に応じます。
現地での実地相談にも応じます。

4. 地域産業保健センターの支援
小規模事業場に対して健康相談等を実施している
地域産業保健センターの活動を支援しています。

5. 広報・啓発
職場の健康管理の重要性を理解していただくため、
事業主セミナーを開催します。

6. 調査研究
産業保健活動に役立つ調査研究を実施し、成果を
提供します。

7. 助成金の支給
小規模事業場が共同で産業医を選任し産業保健活
動を実施する場合、助成金を支給します。
また、深夜業に従事する労働者が自発的に健康診
断を受診した場合、助成金を支給します。
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石綿による健康障害防止のために
石綿障害予防規則の制定について
厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課

石綿による健康障害の医学的解説
独立行政法人 産業医学総合研究所 森永謙二
独立行政法人労働者健康福祉機構岡山労災病院 岸本卓巳

氏家内科医院 院長 氏家睦夫さん

山形産業保健推進センター
佐世保・東彼杵地域産業保健センター

活用事例

産業医と連携し、事後措置を徹底
山形県山形市　山形日紅株式会社

o

現場を見る ―職場巡視（有害業務編）―
三菱化学株式会社 鹿島事業所 産業医　桝元　武

o

暑熱職場の作業環境管理・作業管理
産業医科大学教授　堀江正知

t

産業中毒に関する情報発信拠点として
新たな診断方法の確立や
データベースの構築を進める

東京労災病院・産業中毒センター
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16

20
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26

27

29

30

32

34

35

36

屋外作業場等の作業環境の把握、作業環境の管
理のためのガイドライン策定・厚生労働省／国
際免除レベル導入に併せ、電離則及び安衛則の
一部を改正・厚生労働省／産業保健関係者が一
堂に会し、日ごろの研究成果を発表・第78回日
本産業衛生学会／尼崎JR脱線事故に対する労働
者健康福祉機構の取組み／７、8月の14～16
時は熱中症に要注意・厚生労働省／職場の喫煙
対策、８割以上が取り組んでいるものの内容は
不十分・厚生労働省／平成16年度における過労
死、精神障害等の労災請求件数、認定件数まと
まる・厚生労働省

久保田賞　受賞

改訂新版　職業性石綿ばく露と石綿関連疾患
―基礎知識と労災補償―

北里大学 名誉教授　高田　勗

産業医活動記録の様式は／胃がん診断がで
きる血液検査、定期健診で実施したい

$0
自らが現場を巡り
皆に大きな“元気”を与え続ける

関西セキスイ工業株式会社　上坂聖美さん

サラリーマンの６割超が
３カ月間まったく運動せず

「現代サラリーマンの太りやすい生活行動」調査・花王株式会社

ストレスチェック
独立行政法人 産業医学総合研究所　原谷隆史

最近の安全衛生関連通達

編集後記　　　　　　　　　高田　勗

こ
と
ば

21
2005.7 第41号

表紙イラスト■ KOMEI  MATSUDA・

2003ル・サロン展初出品初入選/芸術界会員/二科会デザイン部所属
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氏家内科医院院長●産業医

昭和28年 ３月 岡山大学岡山医科大学卒業
昭和37年 １月 氏家内科医院を開業
昭和37年 ２月 四国変圧器（現・四変テック）の嘱託産業医に。

以降、多くの事業場の嘱託産業医を務める

■産業医
インタビュー
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太Ｍ/24Ｗ×40Ｌ/14Ｑ/-7/26Ｈ

「健康であるうちは続けます」と語る、産業医歴43年の氏家さん（右）
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厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課

独立行政法人 産業医学総合研究所　森永謙二

独立行政法人 労働者健康福祉機構 岡山労災病院　岸本卓巳

4 21 2005.7 第41号

石綿による健康障害防止のために石綿による健康障害防止のために

●

厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課

●

1.

2.
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石綿にさらされる業務による肺がん・中皮腫労災認定者数の推移
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（１） 石綿等（※）が使用されている建築物等の解体等

の作業における石綿ばく露防止対策

（２）石綿等が吹き付けられている建築物の管理

（３）石綿含有製品の計画的な代替化の促進

※「石綿等」とは、規則の中で定義されているが、石綿および石綿を１％を
超えて含有する製品等をいうものである。

石綿則第３条、第８条関係

１.

２.

3.

4.

わが国の石綿輸入量の推移 建築物又は工作物の解体等における
石綿等の除去等に対する規制の体系

②は、石綿含有耐火被覆板、石綿含有けい酸カルシウム板第二種、石綿含
有保温材等を指すものである。

事前調査 ○ ○ ○ ○

作業計画 ○ ○ ○ ○

計画の届出 ○

作業の届出 ○ ○

特別教育 ○ ○ ○ ○

作業主任者 ○ ○ ○ ○

保護具等 ○ ○ ○ ○

湿潤化 ○ ○ ○ ○

隔離 ○ ○

作業者以外立入禁止 ○

関係者以外立入禁止 ○ ○ ○ ○

注文者の配慮 ○ ○ ○ ○

解体等の対象

実施すべき事項

石綿等を塗布し、注入し、又は張り付けた建築物等

①石綿等が吹き付
けられた建築物等

②石綿等が張
り付けられた建
築物等（粉じん
を著しく飛散
するおそれの
あるもの）

③ ①②
以外の建
築物等

耐火建築物
又は準耐火
建築物

その他

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000
（トン） 

1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000（年）
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石綿則第４条関係

労働安全衛生規則（安衛則）第90条、

石綿則第５条関係

１.

２.

建築物における施行部位の例

施工部位 石綿含有建築材料の種類

天井／壁　内装材 スレートボード、けい酸カルシウム板第一種、パルプセメント板

天井／床　吸音断熱材 石綿含有ロックウール吸音天井板、石綿含有吹付け材

天井結露防止材 屋根折版用断熱材、石綿含有吹付け材

床材 ビニル床タイル、フロア材

外壁／軒天　外装材 窯業系サイディング、スラグせっこう板、押出成形セメント板、スレートボード、スレート波板、けい酸カルシウム板第一種

耐火被覆材 吹付け石綿、石綿含有吹付けロックウール、石綿含有耐火被覆板、けい酸カルシウム板第二種

屋根材 スレート波板、住宅屋根用化粧スレート

煙突材 石綿セメント円筒、石綿含有煙突断熱材

事前調査の考え方

石綿使用の有無 

無石綿製品 

事前調査開始 
 

目視、設計図書等 
による調査 

 

石綿含有か？ 

不明 

石綿含有不明 

吹付け材か？ 

石綿製品 
（みなす場合も含む） 

 

吹付け材 吹付け材以外 
 

分析調査を行うか？ 
 

分析調査 
 

NoYes

YesNo

No

Yes

Yes No
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安衛則第36条、石綿則第27条関係

石綿則第19条、第20条関係

石綿則第14条、第44条から第46条関係

１.

２.

石綿則第13条関係

石綿則第６条、第７条、第15条関係

１.

２.

３.

石綿則第９条関係

１.

２.

5.
石綿則第10条関係
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（独）産業医学総合研究所 （独）労働者健康福祉機構岡山労災病院

1.

6.
石綿則第１条関係

●

石綿関連呼吸器疾患等と石綿ばく露

部位/ 石綿ばく露 非特異的 特異的

肺 肺がん 石綿肺*

び慢性間質性肺炎*

胸膜 良性胸膜炎 中皮腫

び慢性胸膜肥厚 非石灰化/石灰化胸膜プラーク

円形無気肺

* 胸部エックス線、胸部CTでの鑑別は難しい。 欧州呼吸器学会（1998）

石綿紡織20年従事

左）
40歳時
右）
52歳時
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にび慢性胸膜肥厚

び慢性胸膜肥厚症例
胸部Ｘ線写真

び慢性胸膜肥厚症例の
胸部ＣＴ像

←石綿製品製造30
年従事、左肺門部
に腫瘤影を認める

↑右下肺に胸膜
プラークを認め
る

57歳時　　　　　　　　 60歳時

右下肺に
comet tail
signを認
める円形
無気肺

←火力発電所
炉の補修作業
14年

造船での断熱
作業30年↓
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3.

2.
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参考文献
1) 森永謙二編集：職業性石綿ばく露と石綿関連疾患-基礎知識と労災　

補償－(改訂新版)、東京、三信図書、2005、pp1-370

2) 厚生労働省労働基準局労災補償部補償課監修：石綿による疾病の　

新認定基準の解説、東京、労働調査会、2004、pp1-117

4.

石綿による中皮腫の認定事例に係るばく露期間、年齢、潜伏
期間（平成11～14年度）

部位/ 調査項目 症例数 最小 中央 平均

胸膜 ばく露期間 2.2 17.1 19.9

症状確認時年齢 116 30 61 61

潜伏期間（年） 11.5 39.3 38.2 

腹膜 ばく露期間 4.3 18.0 19.8 

症状確認時年齢 32 49.0 64 64    

潜伏期間（年） 27.3 42.2 41.6

*ばく露開始から症状確認日までの期間
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施副所長）との結論に至り、ＡＥＤの使い方を含めた、職

場の救急措置をテーマとした研修を開催する運びとなった。

講師は藤井聡相談員（産業医学担当、山形大学医学部助

教授）が担当し、職場の救急措置の概要を解説。心肺蘇生

法の実際を紹介したビデオ教材（「心肺蘇生法の実技」）の

上映を経て、最後に医療機器メーカーから招いたインスト

ラクターの指導の下、ＡＥＤの実技研修を行うという盛り

沢山のカリキュラムとなっている。

６月３日に米沢市で開催された第１回目の研修には、約

40人の関係者が参集。製造業の産業保健スタッフばかりで

なく、社会福祉施設や保健所などからの受講者も目立ち、

ＡＥＤに対する幅広い関心の高さがうかがえた。

実際、藤井相談員の講義の後に設けられた質疑応答の時

間には、多くの参加者から質問が寄せられ、藤井相談員と

の間で熱心なやり取りが交わされた。また、ＡＥＤの実技

研修に参加した参加者からは「思ったほど操作は難しくな

い」、「実際に触ってみることができてよかった」との声が

上がり、座学だけではなく、実技研修を組み合わせたこの

研修のねらいは初回から成功したといえそうだ。

全６回の研修を通して講師を務める予定の藤井相談員は

「愛知万博の会場で心停止状態に陥った男性がＡＥＤのおか

げで蘇生したという記事が紙面を賑わせたことは記憶に新

しいところでしょう。今後、さらにＡＥＤの普及が進めば、

誰もがＡＥＤを使用する機会が増えることになると思いま

す。こうした研修を積極的に活用し、ＡＥＤを積極的に体

験してみることをお勧めします」と話した。残り５回の研

修の成功が期待できる、充実した研修であった。

センターだより

12 21 2005.7 第41号

山形産業保健推進センター（須藤俊亮所長）は、平成5

年の開設以来、利用者のニーズを踏まえたサービスを提供

してきたが、センター事業の根幹ともいえる研修事業につ

いては、とりわけ「的確なテーマの選定」と「利用者の視

点に立った利便性の向上」に努めている。

同センターの布施信治副所長によると「当センター内で

研修を行った場合、受講者にセンターを見てもらえるとい

うメリットがある反面、距離的な問題で、近隣の方以外は

研修に参加しにくいというデメリットも生じます。そこで、

当センターでは、同一カリキュラムの研修を、可能な限り

県内にある６労働基準監督署の管轄地域ごとに開催するよ

うにしています」とのこと。手間や時間を惜しまず、受講

者本位の研修を実践しているといえそうだ。

◆

同センターが今年度に実施を計画している研修の中で、

とくに注目されている研修「職場の救急措置」もこうした

趣旨にのっとって計画されており、６月を皮切りに、１カ

月に１回のペースで県内６カ所での開催が予定されている。

そもそもこの研修は、「自動体外式除細動器」（ＡＥＤ――

心室細動や無脈性心室頻拍などによる心停止状態を正常な

状態にもどすために電気的除細動を行う機器）の使用が医

療従事者以外の一般市民にも認められたことを受けて企画

されたもの。

ＡＥＤに関する問い合わせがセンターに寄せられたこと

もあり、センターでは相談員会議を開催。「今後、一般の

事業場でもＡＥＤに関する関心が高まるのではないか」（布

〒990‐0031 山形市十日町1‐3‐29 山形殖銀日生ビル6階
TEL 023‐624‐5188 FAX 023‐624‐5250
http://www1.biz.biglobe.ne.jp/̃sanpo06/

山形 
産業保健推進 
センター 

山形 
産業保健推進 
センター 

救急措置の概
要を紹介する
藤井相談員

ＡＥＤを使った実技研修の１コマ
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かつては軍港、基地の町として栄え、現在は商業都市

であると同時に、ハウステンボスに代表される観光業が

盛んな長崎県佐世保市。隣接する陶器や鋏の製造で有名

な東彼杵
ひがしそのぎ

郡も含め、従業員数50人未満の事業場に産業保

健サービスを提供するのが、佐世保市医師会内に事務所

を構える佐世保・東彼杵地域産業保健センターだ。

同センターの開設は平成６年で、長崎県内でも古参の

センター。同センター開設時からコーディネーターを務

めるのが、長濱 進さんだ。「長濱さんは、SSK・佐世保

船舶工業、現在の佐世保重工業ですが、そちらで長く安

全衛生担当をされ、衛生管理者の資格もお持ちです。働

く人の側からも、事業主の視線でも産業保健を見ること

ができる、まさに地域産業保健センター事業にぴったり

の存在です」と話してくれたのは、同事業を縁の下でサ

ポートする佐世保市医師会の守屋保彦事務局長だ。

開設以来、着実に事業を拡大している同センターは、

平成９年に東彼杵郡医師会との協力で同郡をサービスエ

リアに入れ、平成11年には拡充センターとして夜間、休

日の相談業務を開始。平成15年からは、一層の利用増を

期し、出張相談窓口を設置している。センター長で佐世

保市医師会会長の山口國行医師は、「医師会館の窓口に

来ていただくという形での壁に当たりはじめました。で

すから積極的に協同組合や卸団地、工業団地などに出向

いていく形を採りました」と説明。これが好評で、リピ

ーターも着実に増え、「約60社で組織される佐世保卸団

地では、年間の事業計画に当センターの利用等、産業保

健関係の項目を明記してくれるまでになりました」（長

濱コーディネーター）という。

同センターの事業推進のキーワードが“組織力”だ。

開所の翌年（平成７年）には、佐世保市医師会に産業医

部会ができ、センター事業への全面的なバックアップ体

制が出来上がった。同医師会産業保健担当理事の宮原明

夫医師が「現在の登録医師は35人、皆さん積極的にやっ

てくれています」と言うと、長濱コーディネーターが

「事業推進にあたって内外の問題が生じると、医師会内部

のセンター事業推進委員会、すなわち問題協議会が強い

結束力で早急に問題解決にあたってくださいます」と言

い添える。

特筆すべきは、この産業医部会の年１回の総会だ。山

口センター長は、「総会は医師のみで行われるのが普通で

しょうが、当医師会では管内の民間企業に呼びかけ、参

加をしていただいております。事業場向けの講演会を組

み入れ、総会後には情報交換のための交流会もセットし

ています。労働基準監督署長にもおいでいただき、医師、

企業関係者が集い、会場はいっぱいになります」と顔を

ほころばせる。「参加者には、医師会長名の修了証を発行

しています。日常的に産業保健活動を充実させようとい

う動機付けにもなりますから」と宮原理事。「こうした先

生方のご努力と、長濱さんが日常的にコツコツと開拓し、

産業保健に関する空気を醸成して歩くことで、当センタ

ーの事業が成り立っています」と守屋事務局長。

事業の今後について伺うと、「できるだけ要望等を声に

出していただく雰囲気をつくり、事業主の皆さんのニー

ズに耳を傾け、事業展開に生かしていきたいですね。マ

ンネリ化に陥らないためにも」と宮原理事が言う。最後

に山口センター長は、「この事業は産業保健水準の向上ば

かりでなく、間接的に地域の経済発展や活性化、さらに

家庭環境にもつながるものと考えます。働く人の健康を

通じ地域の発展に貢献していきたいですね」と力強く締

めくくった。

〒857‐0801 佐世保市祇園町257 佐世保医師会館内
TEL 0956‐22‐5900 FAX 0956‐22‐5952

佐世保・東彼杵 
地域産業保健 
センター 

佐世保・東彼杵 
地域産業保健 
センター 

21 132005.7 第41号

佐世保市医師会館 エントランスにて、左から長濱コーディネーター、守屋
事務局長、宮原理事、山口センター長。
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①

②

小規模事業場産業保健活動
支援促進助成金のご案内
産業医共同選任事業

小規模事業場産業保健活動
支援促進助成金とは

活用事例

● 山形県山形市　山形日紅（株）

レベルアップを目指し、産業医を選任

P14-15_共同選任  05.7.7 4:06 PM  ページ 14



21 152005.7 第41号

①

②

③

④

⑤
詳しくは都道府県産業保健推進センターまたは（独）労働者健康福祉機
構産業保健部産業保健助成課（044-556-9866）にお問い合わせください。

小規模事業場の区分 助成額
30人以上50人未満の事業場 83,400円
10人以上30人未満の事業場 67,400円
10人未満の事業場 55,400円

（注）共同選任医師を選任するのに要した費用の額が上記の額を下回る場合は、その医師を選任
するのに要した費用の額を支給します。

左から、宮脇医師、飯田社長、中野部長。

基本は定期健診、
面接には十分な時間をかける
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をつけようが産業医としての責任の追及を受けることはま

ぬがれ得ない。

職場においてよく見られる有害業務は労働安全衛生規則

第13条に掲げられる業務のうち、①暑熱な場所における業

務、②粉じん業務、③振動業務、④重量物取扱い業務、⑤

騒音業務、⑥有害物（有機溶剤、化学物質）取扱い業務な

どになると思われる。

上記の業務に関して、健康診断の実施に関連する法的な

規制を整理すると、一部重複するが のようになる。通

達による健康診断項目等の詳細や、担当する事業場での業

務がその内容・頻度から健康診断の法的義務を負うかどう

かなどは、産業保健推進センターに相談して確認しておく

ことをお勧めする。作業管理や作業環境管理に関しては、

社内外の専門スタッフとも連絡を密にとって進めていく必

要がある。その中でいろいろ教わることもあり、このこと

によって人間関係を親密にできるというメリットもあると

思われる。

健康診断などの法的義務が課せられるかどうかのギリギ

リの使用量・使用濃度・ばく露量・作業内容・作業頻度で

ある場合、やはり健

康診断はやっておく

ことをお勧めする。

前項と同様に何か問

題が発生した場合、

健康診断をやってお

く必要はないと判断

した根拠を立証する

ことは非常に困難だ

16 21

産業医の職務は労働安全衛生規則第14条「産業医及び産

業歯科医の職務等」に挙げられているが、それを簡単に要

約すれば、産業医は労働者の働く場の状態・仕事の内容が

心身の健康に悪影響がないよう常に注意し健康診断を実施

し、あわせて健康相談等を通じて健康の保持増進に努める、

ということになる。そのためには労働者の労働実態を把握

し、就労環境を改善していくための働きかけである「職場

巡視」が絶対に不可欠になる。

職場巡視に関しては、労働安全衛生規則第15条で産業医

の定期巡視およびその権限の付与が掲げられ、職場巡視は

産業医の義務として規定されている。現場にも人員にもま

ったく変化がないのになぜ決まりきって月１回の巡視が必

要なのか、そうでなければ巡視をしているとは言えないの

か、という質問が時にあるが、万一労働災害が発生した場

合に、何を根拠に職場に変化がないと判断できたのか、そ

してなぜ職場巡視をしなくてよいと判断したかという問い

かけに対して、説得力ある返答がどれだけ可能かを冷静に

考えていけば、答えはおのずと明らかである。ずっと職場

巡視をしていなくて労働災害が発生した場合は、何と理由

産業医活動
マニュアル o

─職場巡視（有害業務編）─
三菱化学株式会社鹿島事業所　産業医 ●

1.
2.

2005.7 第41号

主要な有害業務の関連法令等

労働安全衛生規則第45条（特定業務従事者の健康診断）

じん肺法、労働安全衛生規則第45条（特定業務従事者の健康診断）、通達基発第２号

労働安全衛生規則第45条（特定業務従事者の健康診断）、基発第609，610号

労働安全衛生規則第45条（特定業務従事者の健康診断）、基発第547号

労働安全衛生規則第45条（特定業務従事者の健康診断）、基発第546号

有機溶剤中毒予防規則

特定化学物質等障害予防規則

暑熱業務

粉じん業務

振動業務

重量物取扱い業務

騒音業務

有機溶剤

特化物
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もちろんこれら以外にも職場で健康影響に関連す

る因子は多数ある。ていねいに職場を分析し、危険

因子を割り出しておく地道な作業が必要である。

職場におけるさまざまな有害業務をどう把握する

か、「有機溶剤」を例にとってその健康影響を把握

する思考過程を説明する。

有機溶剤の名称とその特性を添付

のＭＳＤＳ（化学物質等安全データシート）で把握

しておくことは最低条件であるが、ＭＳＤＳがなけ

れば最新のものを必ず取り寄せておかなければなら

ない。知っておくべきことは、人体への有害性（主

な吸収経路、もっとも影響を与える臓器〈標的臓器〉、

長期間ばく露による発がん性など）、蒸気圧（有害

性が低くても作業環境で蒸発しやすい物質の危険性

は大きい）、ガスの重さ（空気より重ければ使用現

場より低い位置にいる作業者に影響する）、爆発性

（引火性や爆発性がある場合は特別の配慮が必要）

などである。

作業現場での消費量を把握の

うえ、作業環境測定結果から経時的にその物質がど

う管理されているのか確認をする。良好な管理区分

で推移していればまず大きな心配はないと思われる

が、作業のやり方によっては管理区分に反映されに

くい局所的な高濃度のばく露が十分にあり得るの

で、場合によっては個人サンプラーの導入を検討す

る必要があるだろう。弊社でも個人サンプラーの使用によ

り、特定の作業の際に高濃度のばく露を受ける可能性があ

ることを把握でき、作業方法を改善し、ひいては設備改善

により当該業務をなくしてしまい、作業者の健康障害を未

然に防げたという例もある。

有機溶剤を、人が触れる機会の

ない密閉された設備の内部で使用しているのと、作業者が

少量ずつ手元にとってウエスで設備を清掃しているのとで

は、使用量とは無関係に後者のほうが健康影響が大きいこ

とは自明である。この場合、使用後のウエスは蓋付きの容

器に廃棄していないと、有機溶剤が蒸発して職場環境を汚

染してしまう。具体的な作業内容を把握した上、どう処理

されているのかまでも確認しておく必要があるといえよ

う。

からである。

重要なこととして、法的な義務を遂行することはこれを

もって健康管理が足るというものではなく、最低限やるべ

きことを示したものにすぎないということを念頭におい

て、健康管理活動を進めていただきたい。

上記の項目を含めて、職場に存在する各種要因の人体に

対しての影響は に挙げるようなものが考えられる。も

ちろん、こうした有害因子が量的・時間的にどれだけ存在

したかという点を抜きにしては一律に説明することはでき

ないし、労働者の個体差も存在する。

成書でそれぞれの因子についてより専門的に深く学ぶこ

とは非常に大切であるが、時間的な制約などでそれができ

なくても に挙げる影響を知っておけば、十分、巡視に

おいて対策を考える手がかりにはなる。

21 172005.7 第41号

3.

物理的環境

高　温

低　温

異常気圧

電離放射線

レーザー

赤外線

紫外線

電磁波

騒　音

振　動

化学的環境

粉じん

有害ガス

酸素欠乏

酸・アルカリ

有機溶剤

金属類

農　薬

じん肺（合併症含む）

呼吸器障害、アレルギー反応

酸素欠乏症、労働災害に直結

皮膚・眼・気道障害、歯牙酸蝕症

麻酔作用、皮膚・末梢及び中枢神経・肝・腎障害

金属中毒、皮膚障害、職業がん

抗ＣｈＥ作用、肺線維症（パラコート）

生物学的環境・作業態様・社会的要因

病原微生物

衛生害虫

有機粉じん

各種感染症

皮膚障害　各種感染症

アレルギー性疾患、がんの可能性

人間工学的因子

時間的因子

腰痛、頸肩腕、腱鞘炎、ＶＤＴ作業

交代勤務等、各種疾患、不眠症

社会的要因 神経症、慢性疲労、心因性疾患、精神的疾患

熱中症（水分・ミネラル不足、体温調節中枢異常）

凍瘡（しもやけ）、凍傷、低体温、凍死、冷房病

潜函病、潜水病（体内気泡、循環不全）

炎症、白血病（直接障害、変異原性）

網膜障害、熱傷

温熱障害、白内障

日焼け、電気性眼炎、皮膚がん

まだ不明、日常製品はまず安全と言われている

聴力障害、心理的影響

局所振動で振動障害、全身振動で動揺病
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有害業務であり当然改善が必要である。管理区分が良好で

あること、許容濃度を下回っていることは、健康障害が存

在しないことを保証するものではない。

以上の思考過程は、他の有害因子の解釈にも適用できる。

こうしてその因子をより広くかつ深く把握して、健康影響

を予測することが大切である。

前号の当コーナーとも一部重複するが、職場巡視の注意

点を整理していく。

たまにしか見かけない人と人間関係を構築す

るのは困難である。産業医は、特に最初のうちは事業所と

現場に頻繁に顔を見せるよう心がけることが大切である。

「暑い職場」や「うるさい現場」を人から

聞いて知識として知っているだけなのと、自分の五感で体

感しておくのとでは、その後の産業保健サービスの内容が

まったく異なってくる。頭だけの理解にとどまらず、当該

職場での有害因子を質・量とも自分の心身で把握し、法的

な規制とも関連して知っておいてこそ、有害業務職場を担

当する産業医と言える。現場で使用している工具なども現

場の許可を得て持たせてもらうことで、一日中その作業を

した場合の身体への負荷も実感でき、想像できるようにな

る。

会社側は、労働者が主治医から「軽作業可」

の診断書を持ってくると非常に困るものである。なぜなら、

何が軽作業であるか判断が難しいためである。そこで、現

場環境と作業の内容と、医学的知識を併せ持った産業医が、

心身への負荷と疾患の理解をもとに適正配置ができるので

ある。職場巡視なしには適正配置は絶対に不可能である。

現場を断面として捉えて危険要因を見出す

のは、ベテランの衛生管理者が極めて得意とするところで

ある。しかし、産業医は医師の観点から環境と作業を把握す

ることが必要となる。「ここでこの作業をしていて、急性、あ

るいは慢性の健康障害は発生しないか」、「それを防止する

ためにはどうすればいいか」を考えるために職場巡視は不

可欠である。

たとえば、鉛を使用している作業場

で、環境中に多くの鉛粉じんが存在し、人体に吸収されや

職場は全体換気されているか、

作業現場に局所排気設備はあるか、風の向きと作業者の位

置などから装置が有効に使用されているか、排気装置の性

能点検記録はあるか、その作業場では問題がなくても周囲

からの汚染はないか――などである。極端な例であるが、

引火性のあるペンキを使用している作業場の風下で溶接作

業がなされていれば、その危険は誰にでも理解してもらえ

るだろう。

経皮的に吸収されやすい物質であれ

ば保護クリーム、手袋、保護衣、フェイスシールドなど、

経気道的に吸収されやすいのであれば必要な呼吸保護具の

着用が適切になされているかを確認をする。保護具の種類

が、対象とする物質に対して適したものであるのか、保護

具の中には国家検定を受ける必要があるものもあるが、そ

れをパスしているかなども確認しておくことが必要であ

る。各種防毒マスクの吸収缶のメンテナンスも忘れてはな

らない。

さまざまな因子の健康影響は相加的

とは限らず、時に相乗的にもなり得る。たとえば、有機溶

剤で皮脂が除去されて手が荒れる → その他の化学物質が

角質層を越えて侵入しやすくなる → 長期間にわたる作業

のため肝障害を起こす → 各種の有害物質の分解が遅れる

→ 身体のダメージが大きくなる――といった具合である。

また、空気より重い有機溶剤のガスが存在する中 → 換気

能力が不足してガスが滞留するような作業場において →

こぼれた有機溶剤を四つんばいになって清掃を続ける →

それが呼吸数の増加するような重筋労働である → 有機溶

剤が大量に体内に入る――といったことも考えられる。こ

のように、常に健康影響因子の複合要因を考える習慣をつ

けることが重要である。

一般健康診断および特殊健康診断の結果

はどうか、化学物質の尿中代謝産物のチェックなど生物学

的モニタリングの結果の確認も必要である。作業者が何ら

かの疾病を持っている場合、有害因子はその疾病を悪化さ

せることはまず間違いない。健康診断で異常値が出た場合

は再検査し、可能な限りその原因を追及しておくことが不

可欠である。

作業環境測定の結果がすべて基準

値内で、健康診断結果に何ら異常がなくても、「不快な匂

いがして作業が苦痛である」という訴えがあれば、それは

18 21 2005.7 第41号
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すいような作業形態で、すでに労働者に中毒の症状がある

――といった事態が発生したならば、そこの産業医は産業

医の資格があるとは言えない。典型的な職業病を防止する

ことは、産業医の最低限の義務の１つである。万一、労働

災害関連で訴訟になった場合、定期的な職場巡視をもとに

疾病の発生防止に取り組んだ実績を上げていなければ、産

業医の責任は厳しく追及されることであろう。

現場によっては「お医者さんが我々の現場にま

で来てくれた！」と喜ばれることがある。しかし医師のイ

ンパクトにばかり頼っているようでは本末転倒である。

はじめのうちは、全般的な巡視ではピントがぼ

けてしまう危険があるので、「今回は整理・清掃状況、次

回は騒音対策、次には任意の有害因子」などとポイントを

しぼって巡視するのが望ましい。同じ場所でも昼と夜、四

季別にも印象が異なり、時に夜勤時の巡視をすると思いが

けない発見がある。巡視人員は多くても３人ぐらいまでが

適当である。産業医・保健師・現場の案内者もしくは衛生

管理者が良いだろう。

「巡視は、準備が半分、巡視と事後措置が残り

の半分」といった配分になるかと思われる。入念な準備を

すればするほど巡視の効果は上がる。工場の見取り図、工

程図、原料リスト、使用化学物質リスト、時系列の作業環

境測定結果、健康診断結果などを参照しておくと、その現

場で何が健康障害の原因になる可能性があるかが見えて

くるので、それをもとに巡視のポイントをまとめ、実際の

プランを検討することが、時間がかかりすぎるように思

えても、対策への近道であるといえる。

巡視の服装は作業員とほぼ同じものが望まし

い。白衣は医療機関内で着るものであり、特に製造現場で

は危険につながるため、白衣での巡視はお勧めできない。

保護具は必要なものを正しく装着し、余裕があれば機器

（騒音計、風速計、温湿度計）などを持参してスポット的

に作業環境測定することも可能である。巡視時には、レー

ザーポインターとデジタルカメラの持参を特にお勧めした

い。レーザーポインターは近づきにくい場所の特定に重宝

する。デジタルカメラは、その場で画像を確認でき、巡視

後の講評時もテレビなどにつないで大人数で確認できる。

もちろんデジタルカメラの撮影は現場のみならず会社の許

可も必要で、データの外部への持ち出しは厳禁である。産

業医個人のものではなく、会社のデジタルカメラを衛生

管理者に使用してもらうのが望ましい。

絶対にケガをしないことが必要である。その

ためには常に足元を確認し、保護具は正しく装着する。

巡視中の各種チェックリストの使用には、メリットと

デメリットの両方がある。メリットは取りこぼし、見逃

しが少なくなることだが、デメリットはチェックリスト

に注意がいってしまい、しっかり巡視できなかったり、

周囲への集中力が低下してつまずいて転倒したりする可

能性が高いことである。ポイントを小さなメモに転記し

て参考にとどめる程度が賢明なやり方といえよう。

巡視は、はじめからすべてを見尽くそうなどと気負っ

て考えず、最初は見物、次は見学、３回目以降は巡視と

考え、その後は講評・指導ができることをめざしたい。

巡視後は必ずミーティングをし、巡視結果に

ついてディスカッションをする必要がある。そうした職

場との対話が、実はもっとも重要なことである。逆にも

っとも避けなければいけないことは、一方的に改善内容

（それもお金がかかるもの）を現場に突き付けることで、

これは現場に理解がある態度ではなく、産業医の自己満

足や責任回避とも受け取られ、そのままでは加速度的に

人間関係が悪化してしまう。設備投資が不可避である場

合もあるが、まずはできるだけ費用がかからず、すぐに

実行でき、効果も上がる対策を現場と一緒に考えていく

ことが望まれる。

ディスカッションした内容は必ず「産業医報告

書」や「巡視記録」といった文書として残したい。自分の活

動実績になり、官公庁の立ち入りの際に産業医活動の証拠

ともなり、社内でも業績評価の際の確とした資料となる。

報告書の作成は何より自分の勉強にもなり、作成を通じて

社内での自分の動き方も自然にわかってくる。

また、以前の産業医の先生が作成された昔の報告書があ

ったら、たとえ時代遅れで現在では役立つ情報がないにし

ても、すべてに目を通しておくことをお勧めしたい。なぜ

なら、会社と現場の歴史が非常によくわかるからである。

以上が皆さんの職場巡視の際のご参考になれば幸いで

ある。職場巡視を通じて実効ある産業医活動をめざして

いきたい。
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1

2
温熱条件の作業環境測定を実施しなければならない作業場

（安衛令第21条第2号、安衛則第587条）

溶鉱炉、平炉、転炉又は電気炉により鉱物又は金属を製錬し、又は精錬
する業務を行なう屋内作業場
キユポラ、るつぼ等により鉱物、金属又はガラスを溶解する業務を行な
う屋内作業場
焼鈍炉、均熱炉、焼入炉、加熱炉等により鉱物、金属又はガラスを加熱
する業務を行なう屋内作業場
陶磁器、レンガ等を焼成する業務を行なう屋内作業場
鉱物の焙焼又は焼結の業務を行なう屋内作業場
加熱された金属の運搬又は圧延、鍛造、焼入、伸線等の加工の業務を行
なう屋内作業場
溶融金属の運搬又は鋳込みの業務を行なう屋内作業場
溶融ガラスからガラス製品を成型する業務を行なう屋内作業場
加硫がまによりゴムを加硫する業務を行なう屋内作業場
熱源を用いる乾燥室により物を乾燥する業務を行なう屋内作業場
多量の液体空気、ドライアイス等を取り扱う業務を行なう屋内作業場
冷蔵庫、製氷庫、貯氷庫又は冷凍庫等で、労働者がその内部で作業を行
なうもの
多量の蒸気を使用する染色槽により染色する業務を行なう屋内作業場
多量の蒸気を使用する金属又は非金属の洗浄又はめつきの業務を行なう
屋内作業場
紡績又は織布の業務を行なう屋内作業場で、給湿を行なうもの
前各号に掲げるもののほか、厚生労働大臣が定める屋内作業場（現在、
規定なし）

（安衛令第21条第4号、安衛則第589条）

気温が28度をこえ、又はこえるおそれのある坑内の作業場

（安衛令第21条第5号）
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21 212005.7 第41号

太Ｍ/24Ｗ×40Ｌ/14Ｑ/-7/26Ｈ

3

アスマン通風
乾湿計
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5

WBGT計

4

ACGIHの高温のTLV（2005年版、WBGT（℃））および日本産業衛生学会の高温の許容基準

100％作業　　　　　 27.5 29.5 25.0 27.5 22.5 26.0

75％作業；25％休憩 29.0 30.5 26.5 28.5 24.5 27.5

50％作業；50％休憩 30.0 31.5 28.0 29.5 26.5 28.5 25.0 27.5

25％作業；75％休憩 31.0 32.5 29.0 31.0 28.0 30.0 26.5 29.5

RMR～1（極軽作業） ～130 32.5 31.6

RMR～2（軽作業） ～190 30.5 30.0

RMR～3（中等度作業） ～250 29.0 28.8

RMR～4（中等度作業） ～310 27.5 27.6

RMR～5（重作業） ～370 26.5 27.0

作業の強さ
代謝エネルギー
（kcal/h）

許容温度条件

WBGT CET換算値
作業休憩の配分

（毎時）

作業強度

非順応 順応 非順応 順応 非順応 順応 非順応 順応
軽　度　　　 中等度　　　 強　度　 非常に強度

なお、CET(修正実効温度)=0.786WBGT+6.0

WBGT計
（データロガー付）

WBGT計
（簡易型）
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私たちの生活に、いまや化学物質

は欠かせないものとなっている。ひ

とたび周りを見渡せば、いま座って

いる椅子からはじまり、机、パソコ

ン、衣類、整髪料、化粧品、建材な

どなど、化学物質を使用していない

ものはない――といっても過言では

ない。

生活を豊かにしてくれる便利な化

学物質だが、その健康影響はたびた

びテレビや新聞紙面などでも取り上

げられ、すでに危険性は広く認識さ

れている。ごみ焼却施設から発生し

たダイオキシン問題や、シックハウ

ス・シックビル症候群などがその代

表例であろう。

このうち、仕事上での化学物質の

使用による健康影響を「産業中毒」

と言う。そして、その産業中毒に対

処するための専門機関として、平成

10年５月に、東京労災病院に「産業

中毒センター」が開設された。

「産業中毒」には、爆発や漏えい、

火災などの事故や災害などにより、

一度に大量の化学物質にばく露する

「急性中毒」と、長期間にわたり微量

の化学物質にばく露し続けることに

より起こる「慢性中毒」の２種類が

あるという。同センターはこのうち、

主に慢性中毒についての研究を進め

ている。

同センターの圓藤陽子センター長

は、「慢性中毒は、鉛中毒や有機溶剤

中毒のように、長期間にわたり影響

を受けたり、体内に蓄積されたりし

て、健康障害が起こります。慢性中

毒には頭痛、吐き気、しびれ、肝機

能異常、めまいなどの症状を示すも

のもあります。特に近年は低濃度長

期ばく露になっているので、特異的

な症状が少なく、そのうえ様々な症

状を訴えるので、化学物質が関与し

ていることに気づきにくいのです」

と語る。

しかも、その原因が職業上となれ

ば、検査をする医療機関側も患者の

職業や作業内容を踏まえ、かつ化学

物質による健康影響について精通し

ている必要があり、そうした要件を

満たす医療機関として同センターが

設置されたのである。いくつもの医

療機関を受診したが原因が特定でき

勤
労
者
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療
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レ
ポ
ー
ト
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全国でも東京労災病院のみに設置されている「産業中毒センター」は、化学薬

品、有機溶剤、重金属、ガス等の工業用品などの産業化学物質による急性および

慢性中毒に対する診断、治療、研究、また、中毒物質の検出法や体内動態に関す

る研究・開発を行っている。

さらには、こうした研究内容等情報をインターネット上で公表したり、全国の

労災病院、健診センター、産業保健推進センターはもとより、外部の中毒情報セ

ンター、検査センター等とのネットワークの形成、院内外における中毒情報のデ

ータベース化による情報提供、機構内外の中毒専門家に対する研修、産業化学物

質を取り扱う企業の健康管理担当者、作業主任者を対象とした講習、大学院にお

ける講義など、産業中毒情報の発信拠点ともなっている。
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ず、同センターによってやっと化学

物質による影響であったことが判明

したという例も数多くあるという。

また同センターでは、オフィスの

新築や改築で建材に使用されたホル

ムアルデヒドなどの化学物質に反応

して症状を呈する「シックハウス症

候群」や、微量の化学物質にも反応

してしまう「化学物質過敏症」の臨

床的研究・開発と普及にも取り組ん

でいるという。これら疾病について

圓藤センター長は、「心因性要因の関

与が考えられるので、診断が難しい

こともさることながら、化学物質の

関与が判明した後も、原因物質と症

状との因果関係の特定は、通常の医

療機関における検査方法だけでは困

難です。同センターにはスーパーク

リーンルーム（写真）が設置されて

おり、この中で特別な検査を実施す

ることによって診断が可能となって

います」という。

このスーパークリーンルームは、

通常の建築物に比べて有機溶剤など

の化学物質の濃度が極端に少ない部

屋である。「この部屋の壁や床に使用

されている木材は、何年も自然にさ

らした椋の木です。また、クリーン

ルームに出入りするスタッフは、整

髪料や化粧品などを使用しないよう

に徹底しています」（圓藤センター

長）。

このように、化学物質を排除した

部屋の中で、シックハウス症候群や

化学物質過敏症の患者に対して「負

荷試験」と呼ばれる検査を行い、化

学物質に対して反応するかを判定し、

そしてそれらが心因性のみでないこ

とを明確にするのである。

「負荷試験とは、患者様の身体に

悪影響が出ない程度に原因と思われ

る化学物質をばく露するというもの

です。こうして化学物質の関与を確

認することから対処は始まるのです」

と圓藤センター長は説明してくれた。

さらに、「スーパークリーンルームが

設置された医療機関は日本でも数が

少ないため、特別な設備がない医療

機関においても化学物質過敏症の診

断ができるような検査方法を研究し

ている最中です」と、産業中毒研究

機関の牽引役として、新たな診断方

法の確立を目指しているというのだ。

同センターでは前述のような診断、

研究のほか、電話やファクシミリ、E

メールなどで産業中毒に関する相談

や質問にも対応している。実際に化

学物質を取り扱う労働者やその家族

からは、「体調が悪いのだが、仕事の

せいでしょうか」といった相談が多

く寄せられるという。こうした相談

者に対して仕事で取り扱っている化

学物質の名称などを尋ねても、

MSDSのあることを知らず「何が入

っているかよく分からない」と答え

ることがままあるという。「そういう

方には、まず作業内容をお尋ねし、

想定される化学物質をあたっていく

という地道な方法をとっています」

と、圓藤センター長は相談事業の苦

労を話してくれた。

この相談事業には、労働者だけで

はなく事業場の産業保健スタッフや、

一般の医療機関からも相談が寄せら

れるという。こうしたことからも、

同センターの専門性の高さが窺える。

最後に圓藤センター長は、「化学物

質は、次々と新しいものが生成され

ています。健康影響が明らかなもの

は法律で規制されますが、その代替

品が次々と現れているという現状に

あります。さらに、一般医療機関に

おける産業中毒の認知度が低いので、

原因が分からないまま対症療法だけ

を受けている労働者の方がいらっし

ゃいます。そこで、当センターでは

産業中毒に関する情報を、ホームペ

ージなどを利用して広く世の中に発

信していきたいと考えています」と、

産業中毒に関する今後の活動につい

て語ってくれた。

身近でありながら、健康影響につ

いては未だ不明な点が多い化学物質。

同センターでは、日々変化する化学

物質の情報を収集し、その発信拠点

として積極的な活動を展開中である。

★

所在地・連絡先等は労働者健康福祉

機構のホームページをご覧ください。

（http://www.rofuku.go.jp）

スーパークリーンルーム
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厚生労働省は、「屋外作業場等にお

ける作業環境管理に関するガイドライ

ン」を策定し、都道府県労働局長に通

達するほか、関係団体に周知・指導の

要請を行った。

屋外作業場等については、自然環境

の影響を受けやすく、作業環境が時々

刻々と変化することなどの理由から、

屋内作業場等で行われている作業環境

測定を用いることは適切でないとさ

れ、一部の試験的な試みのほかは実施

されていなかった。

しかし、屋外作業場等も屋内作業場

等と同様に有害物質等へのばく露によ

る健康障害の発生が認められているこ

とから、平成15年３月に策定された

「第10次労働災害防止計画」において

は、屋外作業場における有害な化学物

質へのばく露の低減を図ることが重点

事項とされていた。

以上のことから、同省では調査検討

を進めてきたところであるが、今般、

「屋外作業場等における測定手法に関

する調査研究委員会報告書」がまとめ

られ、個人サンプラー（個人に装着す

ることができる試料採取機器をいう）

を用いた手法が提言された。屋外作業

場等における作業環境管理を行うには

この手法がもっとも適していることか

ら、今後はこの手法の推進を図ること

としている。

またガイドラインでは、作業環境測

定の対象となる「屋外作業場等」と

は、建屋の側面の半分以上にわたって

壁等の遮へい物が設けられておらず、

かつ、ガス・粉じん等が内部に滞留す

る恐れがない作業場を含む屋外作業場

のほか、船舶・車両・タンク・ピッ

ト・坑・ずい道・暗きょ・マンホール

の内部等としている。

そして、測定対象となる作業として

①土石、岩石、鉱物、金属、炭素の粉

じんを著しく発する、②特定化学物質

等を製造または取り扱う、③鉛業務を

行う、④有機溶剤業務を行う――とい

った屋外事業場を挙げている。さら

に、測定は作業環境測定士等の専門家

の協力を得て、１年に１回、定期に

（ただし、原料、作業工程、作業方法

または設備等を変更した場合は、その

都度その直後に１回）、当該物質を取

り扱う作業者全員の呼吸域で、気中濃

度が最大になる時間帯を含む10分間以

上行うこととしている。

そのほか、ガイドラインでは「作業

環境の測定の結果及びその評価並びに

必要な措置」、「作業環境の測定の結果

及びその評価の記録の保存」について

も策定している。

屋外作業場等の作業環境の把握、作業環境の管理のための
ガイドライン策定 「屋外作業場等における作業環境管理に関するガイドライン」・厚生労働省

国際免除レベル導入に併せ、電離則及び安衛則の一部を改正
「電離放射線障害防止規則及び労働安全衛生規則の一部を改正する省令案要綱」・厚生労働省

労働政策審議会安全衛生分科会

（分科会長：和田　攻・東京大学名誉

教授、埼玉産業保健推進センター所

長）は、厚生労働省から諮問を受け

た「電離放射線障害防止規則及び労

働安全衛生規則の一部を改正する省

令案要綱」について、審議の結果

「妥当」との答申を提出した。

同省ではこの答申を受け、６月１日

に電離放射線障害防止規則及び労働安

全衛生規則（の一部）を改正・施行した。

改正のポイントは、まず（電離放

射線障害防止規則に規定する）放射

性物質の定義として、国際原子力機

関等の国際機関が提唱した放射性同

位元素の種類ごとの数量及び濃度の

数値基準（「国際免除レベル」）を導

入するとしたこと。

また、「放射性同位元素等による放

射性障害の防止に関する法律」に規

定されている表示付認証機器及び表

示付特定認証機器について、放射性

物質を装備している機器に義務付け

ら れ て い る 掲 示 事 項 の う ち 、

「機器の種類並びに装備している放射

性物質に含まれた放射性同位元素の

種類及び数量（単位:ベクレル）」に限

ることとしたこと。

さらに、自動警報装置設置義務の対

象を、370ギガベクレルを超える放射

性物質を装備している機器から400ギ

ガベクレル以上のものに、インターロ

ックの設置義務の対象を111テラベク

レルを超える放射性物質を装備してい

る機器から100テラベクレル以上のも

のに改めることとされた。
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平成17年４月20日から23日の４日

間、東京プリンスホテルをメイン会場

として第78回 日本産業衛生学会が開

催された。

今回のメインテーマは、昨今の産業

社会を反映して「産業構造の変化と産

業保健のあり方」とされた。

学会２日目に行われたシンポジウム

「過重労働による健康障害防止対策の

現状と課題」では、「過重労働による

健康障害防止のための総合対策」の策

定から3年が経過した現在の現状と課

題を踏まえて、5名のシンポジストに

よるさまざまなアプローチからの講演

がなされた。

その中で、埼玉産業保健推進センタ

ーの和田攻所長は、「過重労働・メン

タルヘルス対策の在り方に係る検討

会」が昨年の８月にまとめた報告書に

基づいて改正が進んでいる労働安全衛

生法の内容を紹介。「過重労働で疲労

が蓄積している労働者に対し医師によ

る面接指導やその結果に応じた措置を

とることが法制化されることで、過重

労働対策が確実に実施されることを期

待する」と述べた。

そのほかにも、ワークショップやシ

ンポジウムの座長や発表者として、多

くの産業保健推進センターの関係者が

壇上に登った。また、ポスターセッシ

ョンも含め、今年も多くの産業保健推

進センターの研究成果が発表された。

産業保健関係者が一堂に会し、日ごろの研究成果を発表
第78回日本産業衛生学会

情報
クリ
ップ
 

情報
クリ
ップ
 

今年で22回を数える久保田

賞を、徳島産業保健推進セン

ターの産業医学相談員を務め

る広瀬暉氏が受賞された。

久保田賞とは、中央労働災

害防止協会労働衛生検査セン

ター（当時）の初代所長で、

わが国の労働衛生水準の向上に貢献された故 久保田重孝

氏のご遺族からの厚志をもとに、昭和58年６月に設置さ

れた「久保田労働衛生基金」に基づき、労働衛生に係る

業務に関して功績顕著な個人または団体を表彰するもの

で、労働衛生の振興および関係者の奨励を目的としてい

るもの。

広瀬氏は、日清紡（株）西新井工場診療所長、同徳島

工場健康管理センター所長等を経て現職に。化学繊維業

界における二硫化炭素中毒の研究にも従事し、労働衛生

水準向上に貢献した。昭和47年には緑十字賞、昭和54年

には労働大臣功績賞を受賞している。

平成17年４月に起きた尼崎JR脱線

事故を受け、独立行政法人労働者健康

福祉機構では、関西労災病院において

事故発生直後より負傷者の受け入れを

積極的に行い、69名（入院36名、外

来33名）の被災された方々の治療にあ

たった。

また、同病院内に設置している「患

者様よろず相談プラザ」において、医

師等が事故翌日より事故関係の患者相

談を実施した。

そのほか、機構本部に設置された災

害対策本部において、関西・大阪・神

戸の労災病院ならびに大阪・兵庫産業

保健推進センターで、被災者等の方々

を支援するために、心理カウンセラー

などの専門家によるメンタルヘルスに

関する電話相談の実施を決定した。

尼崎JR脱線事故に対する労働者健康福祉機構の取組み
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厚生労働省は、平成16年における熱

中症による死亡災害の発生状況につい

て取りまとめ、発表した。

それによると、平成16年の熱中症に

よる死亡災害発生件数は、平成15年と

同数の17件。平成11年以降20名前後の

死亡災害が発生しているが、その傾向

が続いている。

平成16年の月別被災状況では、７月

に12件、８月に３件と、約９割がこの２

カ月に集中しているほか、６月、９月に

もそれぞれ１件ずつ発生している。時

間帯別被災状況では、14時から16時台

の間で10件発生しており、そのほかは

11時台に３件、13時台に２件、17時台に

２件となっている。同項目の平成14年

の数値を見ると、14時台から16時台で

11件（22件中）、平成15年は14時台から

16時台に10件（17件中）と、昼間のこの

時間に集中していることがわかる。同

省では、「この時間帯は気温が最も上昇

し、また、疲労も蓄積するときであり、

作業中のこまめな休憩と十分な水分及

び塩分の補給が重要である」としている。

続いて年代別の被災状況を見ると、

平成16年においては40代、50代がそれ

ぞれ６件と最多で、次いで20代が２件、

10代、30代、60代以上が１件ずつとな

っている。業種別被災状況では、屋外

作業が多い建設業で圧倒的に多く発生

しており、17件中13件を占めている。

同調査では、そのほか熱中症の発生

直後の対応などについてもまとめてお

り、「症状が現われているにもかかわ

らず、本人及び周囲の作業者に熱中症

の認識がないことから、症状が悪化し

てはじめて病院へ搬送するという例が

多く見られる」、「被災者の中には、被

災当日以前に体調を崩していた例も少

なからず認められる」といった事例が

挙げられている。

なお、熱中症の予防については、平

成８年５月21日付け基発第329号「熱

中症の予防について」に沿って対策を

とることとされている。

「健康増進法」や「職場における喫

煙対策のためのガイドライン」によ

り、職場の喫煙対策は整備が進んでい

るところであるが、こうした中、厚生

労働省は平成16年10月から11月にかけ

て全国5,000の事業場を対象に、職場

での喫煙対策の取組み状況に関する調

査を行った。有効回答数は1,805事業

場（36.1％）であった。

調査の結果、「喫煙対策に取り組ん

でいる」と回答したのは1,495事業場

（82.8％）で、これらの事業場に対して

さらに①喫煙場所等について、②喫煙

のためのルールの設定等について、③

空気清浄装置の使用について、④職場

の空気環境の測定の実施について――

を尋ねると、まず①で、「喫煙場所を

設けそれ以外での場所での喫煙を禁止

している」事業場は92.2％、「事業場

全体を禁煙としている」事業場は

10.2％であった。

続いて②について、「ルールを設け

ている」事業場は80.5％で、そのうち

「管理者がルールに従っていない者に

対して適切な指導を行っている」のは

85.6％であった。

また、③の空気清浄装置について、

ガイドラインでは「有効な喫煙対策機

器」として推奨されておらず、やむを

得ず設置する場合は換気に特段の配慮

が必要とされているものの、「屋外に

排気する方式とせず、空気清浄装置を

使用している」事業場は40.9％に上っ

た。

最後に、④の空気環境測定を「行っ

ていない」と回答した事業場は、測定

対象別に「浮遊粉じんの濃度」71.4％、

「一酸化炭素の濃度」72.2％、「非喫煙

場所から喫煙場所に向かう気流の風

速」87.0％であった。

有効回答事業場（1,495）のうち、

「喫煙対策に取り組んでいない」と回

答した事業場も310事業場（17.2％）あ

り、その理由は「喫煙場所を設けるス

ペースがない」（38.7％）、「社内の合意

が得られない」（27.7％）などが上位を

占めた。

同省では、「引き続き都道府県労働

局を通じ、企業に対し、受動喫煙防止

対策の重要性を周知し、対策を進めて

いく」としている。

７、8月の14～16時は熱中症に要注意
熱中症による死亡災害発生状況（平成16年分）について・厚生労働省

職場の喫煙対策、８割以上が取り組んでいるものの内容は不十分
「職場における喫煙対策の取組み状況について」・厚生労働省
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厚生労働省は、平成16年度の「脳血

管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」

等事案）の労災補償状況および「精神

障害等の労災補償状況」を取りまと

め、発表した。

これによると、16年度の脳・心臓疾

患の労災請求件数は816件（前年度比

74件増）で、そのうち認定件数は294

件（同20件減）であった。業種別で見

ると、請求件数は製造業が179件で最

多、認定件数は運輸業が71件で最多で

あった。年齢別では、50歳代の請求件

数、認定件数がそれぞれ332件、121

件で、ともに最多となっている。

一方、精神障害等については、労災

認定件数が524件（同77件増）で、認

定件数は130件（同22件増）であった。

このうち自殺（未遂も含む）は、請求

件数121件（同１件減）、認定件数45件

（同５件増）と、いずれも昨年度に引

き続き高い数字となっている。

また、業種別では製造業が請求件

数、認定件数ともにもっとも多く、そ

れぞれ104件、33件で、昨年同様ワー

スト１であった。年齢別では30歳代が

最多で、請求件数189件、認定件数53

件であった。

胸部Ｘ線写真・胸部ＣＴ像を

駆使して、当該疾患の臨床と

病理に関する多くの知見を臨

床・病理・検査の専門家が分かりやすく解説しています。

第３部は、石綿関連疾患の労災補償について、法規な

らびに労災認定基準について、第４部では、石綿による

肺がん・中皮腫および胸膜疾患の事例について、具体的

な症例の臨床所見と病理組織像、胸部Ｘ線・ＣＴ写真像

を用いて説明されています。

執筆にあたっては、日本石綿協会、石綿関連疾患を調

査研究している日本の優れた産業医学研究者、大学・労

災病院などの専門家および労災補償制度の行政経験者が

豊かな知識・経験とここ数年の新たな資料に基づき、全

面的に書きあらためています。

特に、石綿に関連した関係事業場の産業医・衛生管理

者を含む産業保健関係者、人事・労務担当者にとって好

個の書としてぜひ広く活用されることをお奨めする次第

です。

平成17年７月から労働安全衛生法に基づく単独規則と

して石綿障害予防規則が施行されます。石綿による健康

障害の予防対策の一層の推進にとって重要なことは、石

綿関連疾患の理解があってこそ、この新たな予防対策が

実のあるものとすることができるに相違ありません。そ

のため、石綿の職業性ばく露と石綿関連疾患について、

石綿の基礎知識、石綿関連疾患の医学的解説、労災補償

制度を体系的にまとめたものとして、平成14年に出版さ

れた同名の著書の改訂新版が、今年３月末に出版されま

した。

本書の内容は、第１部において、工業材料としての石

綿の基礎知識から始まり、石綿の種類と物性および日本

での用途と使用状況、石綿製品と代替化の動向、職業性

ばく露の機会と石綿ばく露の労働衛生的知見と医学的所

見について総括され、第２部は、石綿関連疾患の医学的

解説について、石綿の健康障害の歴史と疫学、石綿関連

疾患である石綿肺、肺がん、中皮腫、胸膜疾患、および

肺がん・中皮腫以外のがんに関する豊富な病理組織像、

産業保健  
改訂新版

職業性石綿ばく露と石綿関連疾患
―基礎知識と労災補償―

北里大学名誉教授　 高田　勗

森永謙二編　三信図書刊

平成16年度における過労死、精神障害等の労災請求件数、認定件数まとまる
脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況（平成16年度）について・厚生労働省
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の記録を残すように指導を受けましたが、どのように記録すればよいでしょうか。記録の様式など

があればご教示ください。

30 21 2005.7 第41号

実践・実務の 

①　訪問等の日時

②　実施事項

ａ．安全衛生委員会への出席確認欄

ｂ．委員会議事録確認欄

（＊直近の委員会議事録を確認してもらい、指示、

確認事項等を記載してもらう）

ｃ．健診結果の確認欄

ｄ．健康相談の実施有無欄

ｅ．職場巡視（巡視実施職場、同行者、主な指摘事項

等、感想欄）

（＊次回、巡視予定日時や、指摘に対する措置内容

等も追記してもらう）

ｆ．産業医コメント欄

（＊訪問当日のコメントを記載してもらう）

ｇ．特記事項欄

ｈ．産業医署名欄

なお、「日誌」には、事業場の事業者や安全衛生管理責

任者等の確認欄も設けておきましょう。

産業医には、労働安全衛生法で月

に一度の職場巡視や安全衛生委員会

への出席が定められています。ご質問の「産業医活動の

記録」を指示した労働基準監督署の担当官は、そうした

活動についての記録を取るよう指導したものと思われま

す。

産業医活動の記録に関しては、ご質問にあるような決

まった様式はありませんので、「活動日誌」のような形で

活動の記録をするとよいでしょう。

また、産業医の日常の業務として、①健康診断の実施

およびその結果に基づく労働者の健康を保持するための

措置に関すること、②作業環境の維持管理に関すること、

③作業の管理に関すること、④労働者の健康管理に関す

ること、⑤健康教育、健康相談その他労働者の健康の保

持増進を図るための措置に関すること、⑥衛生教育に関

すること、⑦労働者の健康障害の原因の調査および再発

防止のための措置に関すること――が挙げられます。

こうした日常の業務内容を記録することを、次の事項

を盛り込んで作成すると、より具体的な記録になります。

P30-31Q&A  05.7.7 4:54 PM  ページ 30



21 312005.7 第41号

ご質問の検査は、血液中の「ペプ

シノゲン」という物質を測定する検

査のことだと思われます。

「ペプシノゲン」とは、胃粘膜から出る「ペプシン」

という蛋白分解酵素の一種です。このペプシノゲンには

「Ⅰ」と「Ⅱ」があり、正常な胃の胃粘膜と血液の中で

は、この両者は一定の割合で存在しています。

ところが、胃粘膜の老化にともない２つのペプシノゲ

ンの量とバランスが崩れ、それが進むことによって、胃

がんの前段階ともいわれる「胃粘膜の萎縮」すなわち

「慢性萎縮性胃炎」の状態となります。この状態がさらに

進行すると、慢性胃炎や胃がんが発生しやすくなるのです。

つまり、血液検査でペプシノゲンを検査することで胃

がんの人、あるいは胃がんになりやすい人を見つけられ

るというわけです。

しかし、この検査によってペプシノゲンの値に異常が

見られたからといって、即、胃がんだというわけではあ

りませんし、逆に、ペプシノゲンの値が正常だからとい

って、胃がんにはならないというわけでもありません。

しかし、血液検査で胃がんに罹患する危険性が高い人を

簡便に見つけられる方法であることは確かです。

いずれにせよ、日頃から暴飲暴食に注意するなどして、

胃腸を大切にしていくことを労働者に教育していきましょ

う。

製造業の産業医です。当社には中高年労働者が多く、がんに対する関心が高まっています。

そこで、胃がんの診断ができる血液検査を、定期健康診断で採血する際に併せて実施できる

のであれば、組み込んで実施したいと考えています。どのような検査なのか詳しく教えて

ください。

提供・協力　石川産業保健推進センター
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セキスイ工業は、平たく言えば、家

を工場内で作ることが生業である。最

近は、時折見かけるスタイルではある

が、同社が先駆けである。かつては屋

外で行われ「３Ｋ」などと揶揄された

仕事のほとんどを、安全で衛生的な環

境下で行い切る。業界の雄である。従

業員約280人。

総務部・小田光男部長は、「現場社員

の平均年齢は32歳くらいでしょうか。

言うところの『大工』的な仕事をはじ

め、それぞれが職人気質を持ち合わせ

ています」と現場の特徴を挙げる。そ

うした職人気質が見られる一方では、

「生産ラインという『縦』の関係と、同

年代・仕事の仲間という『横』の関係

のなかで、精神的に苦労している者も

いるようです」と俯瞰している。

そのことは、上坂さん自身、強く感

じていた。当面、力を入れていく課題

の柱のひとつに、メンタルヘルスを掲

げているのである。それは、日頃から

の現場との触れ合いのなかから生まれ

た問題意識であるようだ。

かつて同社では、延べ800人の作業

者が就業していたが、先端技術の導入

や作業者の適正配置などによる生産性

関西セキスイ工業株式会社

産業看護職 
奮闘記 

40
Documentary

● 

職場巡視の際に
「調子はどうですか」
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向上が急速に進んだ。それは、産業

保健スタッフの人事にも及んだのだ

が、そうした逆境を、上坂さんは格

好の機会と捉えた。

「それまであまり現場に入る機会

がなかったのですが、職場巡視を定

例の業務にしました」と上坂さん。

「例えば作業者個々の健康診断の結果

を知っていますから、巡視の際に

『調子はどうか』などと声を掛けるよ

うにしています」と続ける。そうし

た現場との直接のやりとりから、さ

まざまな情報を得ている。そのうえ

で掲げたメンタルヘルス対策。自ず

と力が入る。

まず取り組んだ「心の健康増進対

策」では、ストレス耐性の強化をテ

ーマに掲げて、安全衛生委員会での

研修や職制への体験型研修（社外専

門家を招き職制が参画する『幹部会』

に実施）、ストレス耐性強化訓練（昼

休みに実施。自律訓練法や呼吸法の

体験・修得を目指す）を実施した。

こうしてメンタルヘルス対策の実

施の下地を作り、「メンタルヘルス不

全者の早期発見・早期治療」に取り

組んだ。それも、手始めに管理監督

者を対象に選んで、である。対象の

69人について、１人につき小１時間、

延べ３カ月を費やして、専門行動療法

士の面談や自記式ストレス調査、スト

レス性格テストなどを実施。守秘範囲

で、改善可能な者から順次改善させて

きている。

そして現在、一般社員に対してメン

タルヘルスケアを働きかけるに至った

ものである。

冒頭に記した昼休みの様子から、こ

うした対策の成果の一端を計り取るこ

とはできないだろうか。

多くの事業場で、生活習慣病への対

応は喫緊の課題である。同社でもメン

タルヘルス対策と併せて取り組んでい

る。ここでは、上坂さんは委託してい

る栄養士と綿密に連携を組んで意識付

けを試みている。特に、ほとんどの社

員が利用する食堂を利用し、具体的に

メニューのサンプルなどを活用しての

啓蒙に余念がない。

「今、平均年齢が若いと言っても、

予防は早いに越したことはありません

から」と上坂さん。万事について、そ

つがない。看護師や健康保健関連など

の職歴を余すところなく活かしている

と言えば、そのとおりではある。同時

に、さまざまな研修やセミナーなどに

顔を出し自らの研鑽を続けてきている

ことが大きい。

手が届く範囲に種々の専門書籍が横

たわる。また、日本産業衛生学会、全

国産業安全衛生大会などの演壇で、

ご本人を拝見された方々もあるかも

しれない。堅く言えば、向上心や積

極性にあふれているのである。

「毎年、毎日のように勉強しなけ

ればならないと思っています」との

言葉の後、「言い方は悪いかもしれま

せんが、会社の肩書が外れたら何も

知らない、できないと思われたくな

いものですから」との強い心根を漏

らす。

そんな上坂さんだが、会社に対し

ては大いに感謝の意を表している。

同社では、会社トップの方針として

“人間の品質”の確保・向上を打ち出

している。そうした方針の下で、

2002年よりＯＨＳＭＳ（労働安全衛

生マネジメントシステム）を展開し

ており、衛生面にも力を入れてきた

ことも心強い。この点、「私が動ける

のも会社の理解があったからこそ」

と振り返る。

前出の小田部長は、「はっきりもの

を言いますが、彼女の人柄でしょう、

微苦笑しつつも納得させられてしま

うんですよ」という。これには、産

業医である中尾氏や日頃から連携を

とる技術部安全環境課・乃一尚之課

長らも同意の風である。

自身を「プレッシャーとかストレ

スがないと前へ進めないところがあ

る」と豪快に評してみせた上坂さん

には、どこかで会った折、一声掛け

ていただきたい。必ず前向きな、有

用な助言が返ってくるに違いないと

思うからである。

関西セキスイ工業株式会社
設　立：昭和46年
従業員：280人
所在地：奈良県奈良市

「目が痛い」との訴えに「早く専門医に」と促す

上坂さん。

プレッシャーを糧に
向上心や積極性を保つ

上坂さんをサポートする方々。左から乃一尚

之課長。小田光男部長。産業医・中尾正巳氏。
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厚生労働省が実施した「平成14年度

国民栄養調査」によると、30代以上の

男性の３人に１人が肥満であり、その

数が過去20年間に渡り、増加している

ことが明らかになっている。

こうした現状を踏まえ、花王株式会

社では、現代サラリーマンの生活スタ

イルを健康面から把握することを目的

に、「現代サラリーマンの太りやすい

生活行動」調査を実施した。

調査対象者は首都圏在住の既婚男性

サラリーマン323人で、内訳は30代が

106人（32.8％）、40代が110人（34.1％）、

50代が107人（33.1％）となっている。

対象者の日頃の生活習慣について

は、「太りやすい生活習慣を送ってい

る」（12.1％）、「どちらかといえば太

りやすい生活習慣を送っている」

（48.3％）となっており、約６割が自

身の食生活や運動習慣から考えて、

「太りやすい生活を送っている」と自

覚していることが明らかになった。

また、太りやすい生活だと自覚して

いる人のうち47％が、生活習慣に関す

る医師からの指導を受けた経験を持っ

ており、この数字は太りやすい生活だ

と自覚していない人の約２倍に相当し

ている。

日常の運動習慣については、「直近

３か月以内に運動経験あり」とした人

が37.8％であったのに対して、「直近

３か月以内に運動経験なし」とした人

は62.2％となっていた。

自身の運動量に対する認識について

は、「運動量を増やしたい」という人

が全体の約７割を占め、「現在の運動

量で十分」とする人（30.0％）を大き

く上回った。

日常的に運動ができていない理由に

ついては、「時間がないから」（76.1％）、

「疲れているから」（66.2％）と、多忙

と疲労を理由に挙げる人が多い一方

で、そもそも「運動するのが面倒だか

ら」という理由を挙げた人が35.8％も

存在した（複数回答）。

「現代サラリーマンの太りやすい生活行動」調査・花王株式会社

産業保健に関する調査・研究・報告をダイジェストで紹介する レファレンスコーナー
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TEL076-265-3888 FAX076-265-3887 http://www.ishikawaOHPC.rofuku.go.jp

〒910-0005 福井県福井市大手2丁目7番15号　明治安田生命福井ビル5F
TEL0776-27-6395 FAX0776-27-6397 http://www.fukuiOHPC.rofuku.go.jp

〒400-0031 山梨県甲府市丸の内3-32-11 住友生命甲府丸の内ビル4F
TEL055-220-7020 FAX055-220-7021 http://sanpo19.jp/

〒380-0936 長野県長野市岡田町215-1 日本生命長野ビル3F
TEL026-225-8533 FAX026-225-8535 http://www.naganoOHPC.rofuku.go.jp

〒500-8844 岐阜県岐阜市吉野町6丁目16番地　大同生命・廣瀬ビル11F
TEL058-263-2311 FAX058-263-2366 http://www.gifuOHPC.rofuku.go.jp

〒420-0851 静岡県静岡市葵区黒金町59番6号　大同生命静岡ビル6F
TEL054-205-0111 FAX054-205-0123 http://www.shizuokaOHPC.rofuku.go.jp

〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄4丁目15番32号　日建・住生ビル7F
TEL052-242-5771 FAX052-242-5773 http://www.aichiOHPC.rofuku.go.jp

〒514-0003 三重県津市桜橋2丁目191番4 三重県医師会ビル5F
TEL059-213-0711 FAX059-213-0712 http://www.mieOHPC.rofuku.go.jp

〒520-0047 滋賀県大津市浜大津1丁目2番22号　大津商中日生ビル8F
TEL077-510-0770 FAX077-510-0775 http://www.shigaOHPC.rofuku.go.jp

〒604-8186 京都府京都市中京区車屋御池下ル梅屋町 361-1 アーバネックス御池ビル東館7F
TEL075-212-2600 FAX075-212-2700 http://www.kyotoOHPC.rofuku.go.jp

〒541-0053 大阪府大阪市中央区本町2丁目1番6号　堺筋本町センタービル9F
TEL06-6263-5234 FAX06-6263-5039 http://www.osakaOHPC.rofuku.go.jp

〒650-0044 兵庫県神戸市中央区東川崎町1丁目1番3号　神戸クリスタルタワー19F
TEL078-360-4805 FAX078-360-4825 http://www.hyogoOHPC.rofuku.go.jp

〒630-8115 奈良県奈良市大宮町1丁目1番15号　ニッセイ奈良駅前ビル3F
TEL0742-25-3100 FAX0742-25-3101 http://www.naraOHPC.rofuku.go.jp

〒640-8157 和歌山県和歌山市八番丁11 日本生命和歌山八番丁ビル6F
TEL073-421-8990 FAX073-421-8991 http://www.wakayamaOHPC.rofuku.go.jp

〒680-0846 鳥取県鳥取市扇町７番　鳥取フコク生命駅前ビル3F
TEL0857-25-3431 FAX0857-25-3432 http://www.tottoriOHPC.rofuku.go.jp

〒690-0887 島根県松江市殿町111 松江センチュリービル5F
TEL0852-59-5801 FAX0852-59-5881 http://www.shimaneOHPC.rofuku.go.jp

〒700-0907 岡山県岡山市下石井1丁目1番3号　日本生命岡山第二ビル新館6F
TEL086-212-1222 FAX086-212-1223 http://www.okayamaOHPC.rofuku.go.jp

〒730-0013 広島県広島市中区八丁堀16番11号　日本生命広島第二ビル4F
TEL082-224-1361 FAX082-224-1371 http://www.hiroshima-sanpo.jp

〒753-0051 山口県山口市旭通り2丁目9番19号　山建ビル4F
TEL083-933-0105 FAX083-933-0106 http://www.yamaguchiOHPC.rofuku.go.jp

〒770-0905 徳島県徳島市東大工町3丁目16番地　第3三木ビル9F
TEL088-656-0330 FAX088-656-0550 http://www.tokushimaOHPC.rofuku.go.jp

〒760-0025 香川県高松市古新町2番3号　三井住友海上高松ビル4F
TEL087-826-3850 FAX087-826-3830 http://www.kagawaOHPC.rofuku.go.jp

〒790-0011 愛媛県松山市千舟町4丁目5番4号　住友生命松山千舟町ビル2F
TEL089-915-1911 FAX089-915-1922 http://www.ehimeOHPC.rofuku.go.jp

〒780-0870 高知県高知市本町4丁目2番40号　ニッセイ高知ビル4Ｆ
TEL088-826-6155 FAX088-826-6151 http://www.kouchiOHPC.rofuku.go.jp

〒812-0016 福岡県福岡市博多区博多駅南2丁目9-30 福岡県メディカルセンタービル1F
TEL092-414-5264 FAX092-414-5239 http://www.fukuokaOHPC.rofuku.go.jp

〒840-0816 佐賀県佐賀市駅南本町6-4 佐賀中央第一生命ビル8F
TEL0952-41-1888 FAX0952-41-1887 http://www.sagaOHPC.rofuku.go.jp

〒850-0862 長崎県長崎市出島町1番14号　出島朝日生命青木ビル8F
TEL095-821-9170 FAX095-821-9174 http://www.nagasakiOHPC.rofuku.go.jp

〒860-0806 熊本県熊本市花畑町1番7号　MY熊本ビル8F
TEL096-353-5480 FAX096-359-6506 http://www.kumamotoOHPC.rofuku.go.jp

〒870-0046 大分県大分市荷揚町3番1号　第百・みらい信金ビル7F
TEL097-573-8070 FAX097-573-8074 http://www.ooitaOHPC.rofuku.go.jp

〒880-0806 宮崎県宮崎市広島1丁目18番7号　大同生命宮崎ビル６F
TEL0985-62-2511 FAX0985-62-2522 http://www.miyazakiOHPC.rofuku.go.jp

〒892-0842 鹿児島県鹿児島市東千石町1番38号　鹿児島商工会議所ビル6F
TEL099-223-8100 FAX099-223-7100 http://www1.biz.biglobe.ne.jp/̃sanpo46/

〒901-0152 沖縄県那覇市字小禄1831‐1 沖縄産業支援センター7F
TEL098-859-6175 FAX098-859-6176 http://www.okinawaOHPC.rofuku.go.jp

産業保健推進センター一覧

事業内容その他の詳細につきましては、上記にお問い合わせください。
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